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SDGsとジェンダー平等 

 
ジェンダーとは、社会的に意味づけされた性別を指し、生物学的な性別＝セックスとは区

別されます。SDGs の「目標 5 ジェンダー平等を実現しよう」は、女性に関するあらゆる差
別をなくすことを目指しています（5.1）。 

女性差別的で有害な慣行の撤廃（5.3）で挙げられている児童婚（18 歳未満の結婚）など
は、日本人の私たちにはなじみが薄いかもしれません。しかし、途上国では深刻な問題であ
り、いまだに世界中の 20～24 歳の女性のうち 5 人に 1 人が経験しています。児童婚は、女
性の教育機会を奪うほか、家庭内暴力につながるという懸念もあり、女性へのあらゆる暴力
をなくす（5.2）ためにも、その撲滅が目指されてきました。しかし、コロナ禍をきっかけに
学校に行けなくなった女子たちの婚期が早まったのではないかといわれています。 

私たち日本人がより当事者として考えられる問題は、無償の育児・介護や家事労働がきち
んと評価されること（5.4）や、女性の政治や経済の分野への参加を促すこと（5.5）でしょう
か。2021 年、世界経済フォーラム（World Economic Forum：WEF）が発表した「ジェンダ
ー・ギャップ指数」では、日本は調査対象の 156 カ国のうち 120 位という不名誉な結果とな
りました。先進国どころか、アジア 20 カ国のなかでもワースト 3 位です。とりわけ政治（女
性議員・閣僚の割合、女性首長の在職年数）、経済分野（女性の労働参加率、管理職・専門職
の割合、推定所得、男女賃金格差）での日本のランクはそれぞれ 147 位、117 位と、著しく
低くなっています。 

https://www.ide.go.jp/Japanese/Researchers/makino_momoe.html
https://www.ide.go.jp/English/Researchers/makino_momoe_en.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/statistics/goal5.html
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国連は、ジェンダー平等はそれ自体が目的であるだけでなく、より平和で豊かで持続可能
な世界の実現のための手段であるとうたっています。しかし、ジェンダー平等が実現すると、
本当により豊かな状態や貧困削減につながるのでしょうか。ジェンダー平等が原因となって、
より豊かな社会という結果をもたらすことを因果関係といいますが、この因果関係を証明す
ることはそれほど簡単ではありません。本コラムでは、SDGs が高らかにうたっているよう
なナイーブな解釈をそのまま受け入れるのではなく、ジェンダー平等について、エビデンス
――統計学を使って因果関係を厳密に示した研究結果――として分かっていることを中心
に紹介することで、目標 5 に対する理解をもっと深めたいと思います。 
 
政治の分野で女性が活躍すると？ 

 
日本では 2021 年の自民党総裁選において、初の女性首相が誕生するかが話題となったば

かりですが、ジェンダー・ギャップ指数が 30 位のアメリカですら、女性の大統領はまだ出
ていません。ヒラリー・クリントンが 2016 年の大統領選挙で敗れた後のスピーチで、女性
が大統領になるうえで制度的な制約はないけれど「ガラスの天井」があると述べたことはと
ても有名です。むしろインドやパキスタンなど、ジェンダー格差の大きい南アジアの国々で
すでに女性の首相が誕生していることは意外に思われるかもしれません。では、政治の分野
で女性が活躍すること（5.5）はなぜ重要なのでしょうか。 

女性が政治的な意思決定に参加すると、決められる政策に有意な（統計的に意味のある）
違いが生じることが分かっています。たとえば、2019 年ノーベル経済学賞を受賞したデュ
フロ・マサチューセッツ工科大学教授たちによるインドでの研究は、女性が村長になった村
では、女性がより関心を寄せているインフラ――飲料水の施設など――の建設が進んだとい
う因果関係を明らかにしました（Chattopadhyay and Duflo 2004）。 

各国のデータを比較した研究では、女性の政治家が多いところでは、児童手当などの福祉
政策が手厚いことが知られていますが、これについて因果関係ははっきりしていません。女
性の政治家を多く生むような土壌では、もともと福祉政策への力の入れ方が違っていたかも
しれません。その場合、女性の政治家が増えたから福祉政策が手厚くなったとはいえません。 

政治で女性が活躍すると、国が豊かになる、あるいは福祉が充実する、という因果関係が
あるかどうかは分かりませんが、女性が男性と同じように政治の分野で活躍することそのも
のが重要ではないでしょうか。デュフロ教授たちは、女性の村長は、女性には政治リーダー
など務まらないだろうといった偏見を払拭する効果も持つことを示しました（Beaman et al. 
2009）。女性が政治で活躍することで、彼女たちが次世代の女性たちのロールモデルとなり、
もっと多くの女性が能力を発揮できるようになるかもしれません。  

では、どうすれば女性の政治リーダーが増えるのでしょうか。もっとも有効だと思われる
のは、女性への割り当て議席（クォータ）を制度化することです。現在、130 カ国が女性へ
のクォータを導入しています。女性へのクォータを増やせば、現職の男性議員のいく人かは
議席を失うわけですから、男性が多数を占める現職政治家にとってこの制度化は身を切る改
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革といえ、難しいことが予想されます。クォータ制反対派の根拠としては、それほど能力の
ない女性が議員になることで議員の質が下がること、クォータ制がなくても当選できる女性
にとっては、女性への割り当てによって実力もないのに議員になったのではないかと色眼鏡
でみられる恐れがあること、などが挙げられます。しかし、これまでの研究では、クォータ
制は女性議員の質の低下にはつながらず、むしろ有能でない男性議員を排除できることなど
が分かっています（Besley et al. 2017）。日本には、SDGs という大きな目標を達成するため
に大局観に立ってものごとを決められる政治家はいないのでしょうか。 
 
経済の分野で女性が活躍すると？ 

 
経済や公共分野において女性の社会進出が進み男性と同じように働くようになると（5.5）、

より豊かな社会の実現につながるのでしょうか。この問いに答えるには、因果関係の証明が
必要ですが、それは簡単ではありません。より豊かな社会ほど、女性の社会進出が進んでい
るという逆の因果関係も考えられます。女性の労働参加が進むと、経済成長につながるかど
うかははっきりしませんが、これまでの研究によって、おおむね女性自身のエンパワメント
――自分の人生を自分で決められるような力を身につけること――につながることは分か
ってきました。 
 エンパワメントは、実証研究では、女性の自己決定権、移動の自由、暴力からの自由とい
った指標で測っています。自己決定権以外の指標については、下の「さらに学びたい人へ」
を参照してください。女性の労働参加のなかでも、家事手伝いやファミリービジネスでの労
働ではなく、夫の支配圏から離れ、有償労働に従事するのであれば、女性の自己決定権が上
昇することが分かっています（Anderson and Eswaran 2009）。自己決定権は幸福度を高める
ことも分かってきましたので（西村・八木 2018）、女性がもっと社会で活躍するようになれ
ば、より女性の幸せにつながるといえそうです。 
 女性の社会進出はどうすれば進むのでしょうか。男性が家事を分担することが重要でしょ
うし、女性が働くことにインセンティブをつければよいと思います。日本の場合、後者につ
いては、現行の配偶者控除の制度――たとえば、103 万円の壁といわれるように、妻の年間
の稼ぎが 103 万円を超えなければ、妻に所得税がかからず、夫も税負担が軽減されること―
―が女性が働くインセンティブを削いでいることは疑いがありません。廃止することが
SDGs の達成にとって近道といえそうですが、政治的に難しいのでしょうか。前者について
は、2021 年 6 月、改正育児・介護休業法が成立し、男性が育児に積極的に参加することが期
待されています。しかし、男性の育児休暇を促す制度が女性の昇進などにとって不利な結果
を招いたという研究もあります（Antecol, Bedard, and Stearns 2018）。専門職のケースでは、
育児休暇をとった男性たちが、実際には育児を行う代わりに自身の仕事を進めたためです。
法改正だけでは状況が改善するどころか、女性にとっては改悪となる可能性も否定できませ
ん。男性が育休をとりにくいという会社の風土以上に、そうした状況を問題と認識せず、改
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善する必要があると思っていない人たちが、男女問わず少なからずいるようです。実際に、
内閣府男女共同参画局の調査では、男性の 30％、女性の 23％が、育児は女性がすべきと回
答しています。 
 
SDGsの役割とは？ 

 
SDGs は、ジェンダー平等がより豊かで持続可能な社会のために重要とうたいます。本コ

ラムをとおして、それは本当なのだろうか、と一旦立ち止まって考えてみるための視点を提
供してきました。ジェンダー平等は、より豊かな社会実現のための手段でなく、それ自体が目
的として強調されてもよいのではないでしょうか。 
 この場合、女性が男性と同じように政治や経済に参加する（5.5）という SDGs の目標は、
社会をよりよくするためではなく、より直接的に、男性ができることをなぜ女性ができない
のか、という根本的な権利に関する問いと解釈できるでしょう。女性が児童婚の対象となっ
たり暴力にさらされたりしないこと（5.2、5.3）と同様に、政治や経済に参加し能力を発揮
できること（5.5）もまた、それ自体が守られるべき権利でしょう。 

SDGs の目標 5「ジェンダー平等を実現しよう」は、特定の国や地域の問題ではなく、日
本にいる私たちが当事者、もしくはパートナーや家族の日常的な問題として身近に感じられ
る目標の一つだと思います。SDGs が、女性であるからという理由で何かを諦めることがな
い社会、また男女を問わずすべての人が自分の能力を十分に活かせ、真に活躍できる社会の
実現に向けて考えるきっかけとなることを願ってやみません。■ 

 
※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意

見を示すものではありません。 

 
さらに学びたい人へ 

ここでは、自己決定権以外のエンパワメント指標を用いて、女性の労働参加とエンパワメ
ントの関係を明らかにした研究を紹介します。これらの研究で用いられているエンパワメン
ト指標としては、性比（男性人口に対する女性人口の割合）や児童婚の有無が挙げられます。
世界最大の人口を有する中国とインドの 2 カ国では、性比が不自然に低いことが知られてい
ます。性選択的中絶や、女児殺し、栄養失調や適切な医療を受けられないなどの理由で不自
然に女性の人口が間引かれているのです。男児を好む文化に加え、中国では 2014 年まで実
施されていた一人っ子政策、インドではダウリー（花嫁が花婿とその家族に持参する金銭・
資産）の慣習が、女性の人口が不自然に少ないことの要因であるといわれています。女性の
生存権にかかわる性比は、究極のエンパワメント指標ととらえることもできるでしょう。女
性が労働参加をすることで家計を経済的に助けるようになると、性比が上がることが分かっ
ています（Rosenzweig and Schultz 1982; Qian 2008）。 

https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/seibetsu_r03.html
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児童婚は多くの国で法律により禁止されていますが、その実効性は低いままです。児童婚
は親に決定権があることが多いため、女子のエンパワメントを促進し、女子が自分の結婚を
自分で決められるようにすることで児童婚を減らすことを狙ったプログラムが実施されて
います。これまでの研究では、女子が労働参加すると、婚期を後ろ倒しにできることが分か
っています（Jensen 2012; Heath and Mobarak 2015; Amin, Makino, and Misunas 2021）。 

このように、女性の労働参加はおおむね女性のエンパワメントにつながることが分かって
いますが、暴力からの自由という指標については、いまだコンセンサスがありません。女性
がより社会で活躍すると、家庭内暴力が増えることもあれば、減ることもあることが分かっ
ています（Heath 2014; Luke and Munshi 2011; Aizer 2010）。興味深いことに、家庭内暴力
の増加は、法的にも現実的にも女性に離婚という選択肢がない場合に起こりやすいようです。
実際に離婚するかどうかは重要ではなく、離婚を十分に現実的な選択肢として女性がもって
いるかどうかが鍵となります。たとえば、どれほど悲惨な結婚生活であったとしても、イン
ドでは、離婚という選択肢が社会的に現実的ではありません。また、女性が就業していたと
しても経済力が低い場合は、離婚という選択肢は経済的に現実的とはいえないでしょう。要
するに、夫からみて、妻が離婚などできるわけがない、と思っているような場合に、暴力が
増えるようです。 
 
写真の出典 
 写真 1  S.K. Vemmer(U.S. Department of State), U.S. Secretary of State Hillary 

Rodham Clinton standing with female Afghan politicians in Kabul, Afghanistan(Public 
Domain).  

 写真 2 筆者撮影 
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図 1 各国のジェンダー・ギャップ指数 

 
（注）縦軸は指数（0–1）で、男女格差が全くない状況が 1、格差解消までの達成状況を表す。 

（出所）Global Gender Gap Report 2021 をもとに筆者作成。 

https://www3.weforum.org/docs/WEF_GGGR_2021.pdf
https://doi.org/10.1007/s00148-018-0713-0
https://doi.org/10.1007/s11150-017-9377-x
https://doi.org/10.1002/jid.3537
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写真 1 2011 年クリントン国務長官（当時）がアフガニスタンの女性政治家と会談 

 
 
 

 
写真 2 児童婚撲滅のためのエンパワメント・プログラム（バングラデシュ、2019 年） 
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